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地震発生予測システムの構築に向けて1

統計物理学去に望むこと-

東京大学地震研究所 椅誠一嘉う鶴間弘う平田直う竺原敬可 2

(2009年 8月 12日受理)

“地震及び火山噴火予知のための韓測研究計画"の主要課題の一つは今地震の時期・場所・大き

さを予j期するシステムJ三わゆる“地震発生予測システム"の構築である. この構築のために我々

が目指すものはう地震予濡萌究の客観性・再現牲を高めるサポートが出来る研究環境の整錆である.

その環境そ活用して地震発生予減検証実験を今年度から実施する a この実験では， 1~々の予減モデ

んの性能評倍がなされる.その評倍結果を基にモデルの高度化・有効なモデルの絞込みが期待さ

れる. このような予測研究で、必要なデータは過去の地震J情報である. しかしながらう現存の地震

データセットは完全ではない.従ってう予測研究を開始するためにはうそのデータの品質評髄から

はじめる必要があること老指搭しう品質評価の例を示す.本課題で法‘地震予知・予揺を厳密に実

諸しう客観的に評f躍するという意味でう地震の“予語科学"の枠組みを構築する狙いがある. この

ような整備されつつある研究環境そ利用して宅新視点、から予測モデル構築の可能性老探求すること

はで検討すべき課題である.臨界現象として地震を理解する研究誌これまでも報告されてきたがう

今後に期待される研究フロンティアは、その理解そ基に地震発生を事前予概する高性能モデルの構

築である.

1 はじめに

地震国日本では地震予知に対する社会からの要請辻大きいためう信頼できる地震予測の実捷は重

要である， このためにう提案された地震予知・予測手法が本当に有効かうあるいはうどんな条件で

有効か等について科学的に厳密な検討をすることが必要である.

一方ヲ防災信報としての地震予知・予棋ではう限られた科学的情報から社会に役立つ防災・減災

情報を選別しう行政的な総会的手IJ顕在行った土でラ情報を発信して利用しなければならない. 日本

ではう政府の地震調査研究推進本部や気象汗がこうした行政的な地震発生予知・予測を行っている.

関えば、 1995年兵庫県富部地震以降の調査研究データの蓄積を基に地震謂査研究推進本部が公表

する“全国を概観した地震動予測地図"は 2005年以来毎年更新されているつ)

1本語は、編集部の方から特にお願いして執筆していただいた記事である。
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科学的な地震予知・予測の実現を巨指したこれまでの地震予知研究計画では宅地震発生の物理・

化学の解明とう物理モデルによる予測シミュレーションの開発が強調され [4]，科学的に厳密な地震

発生予測システムの構築はう必ずしも中心課題で、はなかった. ここでう地震発生予測システムとは?

地震発生の時期と場所及び地震の大きさを予測出来るモデルを用いて‘実際に将来おきる地震を予

測するシステムである.今年度からの 5カ年計画“地震及び犬山噴火予知のための麗測研究許画"

(2)ではうこれまで、の研究計画に沿って得られた科学技舗を集結してう予誕システムの開発が主要課

題となった.一方でうもう一つ重要なことはう提案された予概モデルが本当に有効かを議密に検証

することである.実際司地震発生予測モデルを構築し.その性能を評価する試みは日本でも行われ

てきた(開えば、 [5，1毛15，16)). しかし‘現在の予知研究計画では 7 より F厳密な検証とそれに謝え

うる予測モデ〕しを作ることが重要な研究テーマとなる. このためにう新しい地震予誕学の潮流を

開拓する必要がある [20ト

類似の世界的研究計画“ Collaboratoryfor the Study of Earthquake Predictability " (3) (CSEP) 

は， 2006年から米国老中心として進行中である [8]. CSEPのヨ的はう客観的かつ透明性のある地

震予測実験が実行できる研究環境作りにありうその過程において地震の予認可能性を謀ることであ

る. このアイデアはうカルフォルニア限定で先行実施された RegionalLikelihood lVlodels (REL:rvI) 

フ。ロジェクト (SeismoLRes. Lett. 78(りう 2007)から受け継ぎラ CSEPではさらに実施環境の充実

を目指している. CSEP参加主要国は、米国・スイス・ニュージーランド・イタリア・日本であち笥

他国の研究者も CSEPに参加している. 日本ではう CSEPと共同して弓第一目呂の地震発生予測検

証実験を 2009年 11月 18に開始する凶.そのために令実験に参加する予顕モデル在国際的に公

募することから始めた [19].

本稿では、我々の研究グループが行っている地震予測研究の概要を説明する，はじめに‘地震予

知・予認に必要な研究の枠組み作りを目指していることについて説明する.そして?現段階で期待

されるアウトプットを議論する.次;こう予知・予測の課題に取り組むために必要な準備的研究の重

要性を指摘し.現在進行中の該当研究について雷単に議論する. このような整信されつつある研

究環境を利用して‘上述の地震発生予減検証実験老実施する.本語では‘より厳密な“予澱科学"

として地震予測・予知研究を行うために.基盤構築が重要であると強調する.しかし勿論重要なの

は‘信頼できる地震発生予測の実施に資するモデル作りである，純辞地震学者が角地震発生に至る

過程の物理・化学の十分な理解を基に将来の地震を予概するモデル構築老目指すのは基本であろ

う. その一方でう新しい地震観で、予測モデルの構築を探求することは検討すべき課題である z そ

こで?本稿では複雑系的視点で地震発生を予測するう今後検討すべき有力アプローチのいくつかを

説明する. 複雑系的視点で現象を理解することは本来統計物理学者が得意とするのでうこの事柄

説明は地震予測学参入への切り口となるだろう.今後‘統計物理学者の更なる参入によりに‘地震

被害を最小限にすることへ貢献出来る予測・予知手法が開拓されることを期待する.
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2 呂指しているものと期待されるアウトプット

地震発生予潤モデルの高度化の研究以話に、重要な問題を解決する必要がある.その問題とは.

“どのように予開研究を遂行したら良いか?"という実施環境と関連する. つまりう予測研究でき票

準化がなされていないためう再現性や客観性に乏しいことが問題である. この問題解決のための

一つのアプローチがう予測研究をサポートできる機関としての“検証センター"の運用である z そ

こでう CSEPと共同損保にある地震研究所はう所内に検証センターを構築した.現在う稼融試験を

兼ねた予察的研究そ遂行中である.検証センターの利点は以下のようにまとめられる.

-予測期毘の問う予調モデルの作成者(モデラーと呼ぶ〉と独立して予瀕モデルを検証センター

が管理し‘その期間契了後に評価者となることで客観性・透明性を明瞭Lこする環境を提供出

来る.

-予減期間終了後も予測モデルの管理をセンターが行うことで、追誌の必要性が出た時に再現

性を{呆註出来る.

・客観性・透明牲をより藤密;こするという目的で写本当の将来の地震を予潤しうその妥当牲を

検証する研究をサポート出来る.この事前予測の必要性は、予減した時点で結果が原理的に

分からえ主いことでう予測子法が厳密に評価されうるとの認識からである.事前予測を比較的

規模の大きい地震に対して行う訴究はう短期間で完了されることが難しい. そこでう検証セ

ンターは長期間にわたり予知モデルを管理できる体制を謹供する.

今年度から新しい 5カ年の予知研究計画 (2)が始まったこともあり弓今後地震発生予澱システム

構築の方向性ついて議論がなされるだろう.そこでう現在我々の日指すものは『そのシステム運用

に必要な研究環境のひな型となる検証センターを充実することである. この意味でう本課題ではう

地震予知・予測研究を“予測科学"として位置づけ‘“次世代研究の枠組み詐り"を担う.

明究環境整舘後の課題はJ‘どのような予減モデルを構築すべきか?"と言うことである曇 これ

に対して例題となるモデんを提案する必要がある. またう既存のモデルを基に予混ぜ子j去の高度イヒ

を日指しう今後作られる次世代型高性能予測モデ、ルの比較対象となる“基準モデル"を作成する必

要がある.そのためには上記の研究環境を活用して.既存の予、崩モデル間で、性能比較を行う地震

発生予測検証実験仰を実麹しヲ基準となりうる予潤モデルの絞り込みとモデルの高度化が必要で

ある.実験老実施して得られる高度な予測モデルが、現在期持されるアウトフットである.つま

りう本課題はう“予測科学の枠組みの中でう地震予知・予測モデルのプロトタイフそ構築する研究"

としても位置付けられる.
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3 検証研究のための準備

3.1 過去の地震データ

過去に発生した地震の時期・場所・大きさを知ることによってう持来の地震発生を予測すること

が基本と考えられている. その成功例の一つはう長期予測“全自老親観した地震動予測地図"(1) 

である. 短期・中期予測でもう過去の地震情報が有効であるかは検討課題である z 他の有力候補

はラ電磁気シグナル・地下水中のラドンガスのような壇震以外の信号に基づくものである(例えばう

[12宅 22]).

過去の地震情報を入手する方法はいくつかある.近代・現代地震学;こ基づいて決定された地震

のワストを用いる方法う古文書等の璽史資料記録を調べる方法う活断層を調べる方法ラ津波によっ

て運ばれた堆積物を謂べる方法等がある. 以下で指摘するようにうこれらの手法により有史以前

から現在までの培震の観開データを入手できる.断層面上で繰っ返す地震の発生間隔は 102f"V 104 

年のオーダーである.地震発生に至るまでの歪蓄積を考嘉に入れて予測モデんを構築する場合う現

在起きている地震のデータだけでは不十分でまうる. その構築にはう少なくとも地震の繰り返し間

隔の時間オーダーと同程度かそれより長い期間のデータが必要であろう.近代・現代地震学に基

づく培震観測網が始まったの誌高々100年前である.従って宅それより以前の地震データを様々な

手法により入手する必要がある. この様な認識により.出来るだけ長期間の観測データを得るこ

とが地震予測研究では望まれる.

過去の地震の情報を使用するために理解すべきことはう入閣の観測・調査に基づくためう時空間

的;こ不均質であることである. その完全な理解には深い知識が必要である. 実際う物理学者によ

る‘陪違った地震データの使用手Ijをし試し試克ることもある，そこで宅地震データの理解を助ける

ために簡単なレビューをする.詳細は専門書を参照のこと.

日本には歴史資料が多数残っている. “E本書紀"等の有名なものや‘地方の寺院などに探菅さ

れている日記等に多数の地震に関する記述を拾い出すことが出来る.堅史資料老用いる長所はう地

震が発生した年ラ日ヲ持表rjが分かることである. また地震動の信報はう建物の被害などから推定さ

れる.その'1言報から地震の大きさと桂置を推誤rJする.短所はラ地震の史料の十分残っていない詩代

があることである.例えばう戦国時代には地震に関する史料が少ない.その理由の一つはラ戦火で

史料が紛失しやすい点、である.また他の理由として『そもそも地震について記述するより‘日々生

きる7J'死ぬかの生活t/i大事であるために記録が無いことが挙げられるであろう.そのような時代

の空白老埋める情報はう土木・建築工事等に伴って行われる遺跡調査から得られる，それはう液状

化現象の痕跡でありう地震によって強くゆすられた地盤の暫れ目から砂が噴出したものである.も

し地曹の重なり呉合等から遺跡の年代が特定出来るならば.大まかな地震発生時期が推定出来る.

この発生時期の精度は古文書からのそれよりは良くないが注目に値する.吉文書等の謂査に基づ

く歴史地震のリストは [30]を参照のこと.

活断層は?最近の地質時代(約4百万年前から最近)に繰り返し活動し?今後も活動する可能註の

ある断層と定義されている.ある程度以上の大きさの地震が地下で発生すると迫表にもずれ(地震
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断君)が生じる.大地震が間じ場所で繰り返すとう地表にう食い違いの繰り返しの履歴がう地層や地

形に残る署この断層地形が.活断層である.活断層に沿って地面を掘り.断層面の地震の金い違い

を詳紘に調べることで宅その断層でどのくらいの大きさの地震がいつ発生したかが分かる. 活断

層調査の長所はう歴史資料に基づいていないためう人間の有史以前の地震発生を謂べることが出来

る点である.一方で、短所は.譲査に多大な詩語と労力がかかるため，日本中の全ての活断層とその

司能性のある壇賞断層を網羅的に調べるには.気の遠くなる時間がかかる点である.そこで四割え

ばう政前の地震調査推進本部はう全国規模の調査ではうまず約 100の主要主活断層を選んで調査を

実施した.活断麗の分布図と資料は“新編日本の活断層"[9]を参照のこと. またう活i折層のデー

タベースはウエブ九ページ仰を参張のこと.

海誌で発生した地震の場合うその地震が発生した断層そ直接観察することは難しい しかしう津

技堆詰物から繰り返し間隔や規模を推定することが出来る. 2004年のスマトラ (Sumatra)地震の

ようにう沈み込むプレート境界の巨大地震の多くは津波を伴う. 津波により大量に運Lまれる泥や

木片等は沿岸域に堆積する.そのような場所在掘って地層を調べることにより津波で運Lまれた堆

覆物の層とそれ以外の屠を特定することが出来る.堆積物やその回りの地層の年代を謂べること

で.津設を起こした地震の発生時期を推定することが出来る. さらに津波堆穣物の地理的広がり

を調べ‘それと共に津波シミュレーションを行うことで、津波の規模つまり地震の提模を推定出

来る.長所は司有史以前の海域の地震情報が入手出来る点である. この分野は今後期待されてお

り，データの蓄積が望まれる.現段階でのデータに関して辻較的網羅している論文は [24]である.

以上の方法によって入手される過去の地震のデータ泣非常に覆れたものである.しかし弓過去の

地震全てを網羅しているわけではないためう時空間的に多数の空白があることを理解する必要があ

る. “全自を概観した地震動予測地図"(1)では R このような不均質なデータを脊効活用した結果

の産物である.

3.2 地震のリスト

上記の入手方法で得られる過去の地震データに比べて『より不均質牲が少ないものはう地震麓挺

縞で検知された地震のリストである.一殻に地震学分野でこのワストは地震カタロ夕、と呼ばれる

のでヲ本稿でもそれに従う. 百本の代表的な地震カタログはヲ宇津 [31}によって咋戒された 1885

年から 1925年までの地震のつストう 1926年以降についてはう気象庁から毎月刊行される月報があ

る(本稿執筆持での最新版註 [11]であるト 気象庁地震カタログ誌ぅ公的機関である気象庁によっ

て維持管理されているため.日本全土で起きる地震老網羅し長期的に安定している.従って、汎用

牲が高い本カタログの性質を以下に簡単に説明するー カタログデータ誌気象庁の FTPサイトや

CD-ROM~こて公開されている. fさにう大学や研究機関でも独吉の地震観測網を展開して?地震カ

タログを作成している.

気象庁地震カタログLまち地震の震源決定方誌やマグニチュードの決定方法の改良に倖いう何度も

改訂されている. 現在も『現行の基準で見直し中であるため 1965年までの観棋データまでしか

還って寵吊することが出来ない.つまり‘ 1964年以前のデータは改訂されていなし'¥
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図 1:気象j干の確定カタログを用いてう地震数の時間変化を示した結果. 縦軸に累積頻度をとりう

横轄に時間老とった.

地震計の改善や地震観棋縞の変遷により麗部データの質・量とも詩代によって変化する.最も

顕著な変化は， 1997年 10月に起きたそれはう陪災科学研究所が管理する地震観挺絹 (Hi-netと

呼ばれている)ゃう他の大学の観棋網に属する地震観測点で額概された地震の波形データをリアル

タイムで気象庁ヘ送りラ気象庁が全ての記録の読み取りと震源決定を統一的に行う処理(一元化処

理)を開始したことである. 図 1はウ気象庁地震カタロ夕、についてう地震数の時間変化を示す.マ

グニチュード 1'1> 0の地震を含んだ 2009年3月までの地震の誌数は約1.55X 106である.1997 

年から地震数の急激な上昇が見られる，これは地震活動が活発になったわけではなくう地震観測点

の増加に伴いう規模の小さい (1¥11が小さい)地震まで観測された結果である.現在ち約 1200の地震

観瀦点のデータが気象庁カタログ作成のために捷用されている.

3.3 地震データの品賞評缶

次の間題はう不均質牲を含んだ地震データの品質評留である. データセットの品質を理解せず

にう不完全なデータセットを用いるとラ解析は不完全となる.つまりう地震予測研究にとって不完

全なデータセットを使用するとう予測を正当に検証出来なくなる.例えばう過去のデータを攻り込

んで地震発生を予瀕するモデルを考える. もしそのモデ、ルの予測精度が良く主主い場合があるなら

ばうその不長はうモデ、ルに依存するのかう過去のデータの不完全性に依存するのか不明となる. 地

の例として?もし予測の対象となる地震のデータセットが不完全であるならばラ予説結果と比較す

べき真の地震データが誤ったものなのでう予測結果を正しく評価できない.現在のところ.近1~ . 

現代地震学に基づいて決定された地震のカタログ以外のデータ源はう定量的に議論できるほど質・

量とも十分ではない.そこで本論では‘気象庁地震カタログを使用した品震評価の例を紹介する.

今回用いる品質評倍の手法はう 1V1が小さい地震ほど観漏縞で検出されづらくうある関語以上の

M を持つ地震は漏れなく観測されるという地震学における基本的な板定に基づいている.この関
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値と左る M はう下寵マグニチュード (Compleおness五/Iagni七lde:1¥!lc)と呼ばれる.つまり宅予j題

研究で捷期する地震のマグニチュードはラ Afcと等しいかそれよ今大きくある必要がある 1¥1cは

地震観測網に依存して大きく変動することが知られている〈例えばう [33]). しかしう日本のような

地震国でも 1'Ii1cの時空間分布法自明でない署そこでう予減研究の準備として iv1cによる堆震デー

タの品質評舗を有う訴究を遂行中であるう8ラ26].

気象庁が提供するカタログには暫定カタログと確定力夕立グがある. 地震の位置・発生時実Ij. 

M 等は?暫定的に地震発生後数司で決定される.その一方.確定解を碍るには?数か月から 8ヶ月

程度かかる場合がある.考意する点は、暫定解と確定解ではJtIや位置にしばしば大きな違いが生

じることが知られていることであるーそこで弓本研究では金不必要な不謹定性老考慮に入れないで

研究を行うためにう確定カタログを用いることにした.つまりう暫定カタログを思いないという意

味で速報性を議牲にする代わりに.地震発生後6ヶ月かそれ以上待ち‘確実な地震情報を用いる.

信頼性の高い品質評師を行うためにう護数の手法を用いた. 一つ法う地震の規模原j頻度分布を

Gutenberg-Richter(GR) 却で近í~して ， Jtlcを見襲もる評価方法である. GR男jとは以下のように

表される:log 1V = A -bm. ここで， 1Vはrn三M の地震の頻度う Aは定数うる諒一般に lに近い値

である e 用いる仮定詰ラデータが GR見守で近叙されるなら認、それ辻、地震は漏れなく観減された

ことを示すというものである E 言い換えるならばラデータが GR期に対して下方へ重離すること

はヲ観測漏れを意味するという仮定に基づく.従ってう与えられた地震群の規模別頻度分布そ GR

員IJで最良近似しう GR員IJから下方薬離するデータの中で最大のマグニチュードを 1l1cと定義し、そ

の値を求める. GR則を用いて l11cを計算する手法は多数提案されてきたが (fチ言えば， [33])，本研

究では [34}の手法を用いた.

図2はヲ 2007年Lこ起きた深さ d三30km，の地震について求めた Alcの空間分事である. 南北

0.2 0 安IJみの;格子を切りう格子点、の各々についてう最近議200個の地震の規模胆頻度分布を考えう立た

を見穣もった.東京付近の一点 (139.70 う36.20

) を取りうその規模E1J頻度分布そ図 2の左上に挿入

する唱使用した手法に基づくとうこの格子点ではう m 三0.6の頻疫について GR期で近似出来?求

まったパラメータ値は (Aうb)= (2.64ぅ0.88)である， この結果からう Jtlc= 0.6である a つまりこ

れは、マグニチュード 0.6以上の地震は漏れなく観測されたこと老示す z このような解析を全ての

格子点について行い?それをプロットした結果が図 2である. 図からわかるようにう 111crv 1.0が

日本内睦での典型値である.最小植は Alc= 0.5で?多数の内陸地点で得られている.最大値はう

北海道函錆付近の Alc= 1.5である.海域の lvfc諒一般的に陸域のそれより大きい. これは海域

には地震計が設置されていないため?微小地震が観測されづらいことによる. おおよそ海岸線か

ら100km離れた培点ではう 111c> 2.5である [18].

過去の地震に遭って A1cを計算した結果を国 3に示す. (a-c)はうそれぞれ 1970年代のデータう

1998年のデータぅ 2002年のデータに基づく. (a)からう 1970年代の内陸における典型的な値は

1¥;lc = 2.5 rv  4.0であることが分かる.徐々に 1VIcは減少し.2002年には現在の _lv1cとほぼ等し

い値となっている. (b)とめの比較からラ 1997年 10月に開始した一元化処理の効果が見られる.

このような Alcの減少は地震観測網整婿の進展を示している [18].
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図 2:2007年に発生した深さ d~ 30kmの地震に基づく立たの空間分布. 挿入国はう星印で示

された点 (139.70 ， 36.2 0 )における麗模開頻度分名を示す. パラメータ値 (Aぅb)= (2.64ぅ0.88)

を持つ GR員立を直線で示す m = 0.6より小さい M の地震のデータは考慮されていないのでう

1¥IJc = 0.6(正方形)である.
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ん1c~自の信頼性向上のために用いる宅もう一つの手法は Probabilistic :M暗記七udeof Complete-

ness(P:rvrc)法と呼?まれる. これ誌 GR見則IJを仮定せず2にこ，地震観漫詔3網と個々 の地震言計十の観担挺5性青詑E老

毘いて Aぜi令f

い場所の λA1c老精度長く求めることがでで、きる. この手法そ最近の百本のデータセットに当てはめ

た結果はう上記の結果図 2とほぼ同様でまろった [26]. 両手法に基づく結果の類似性からラ図 2で示

したような Jvlcの空間パターン誌手法に依存しない一般的な性質を示している. これによりう最近

のd:S30knz， の地震データの品質は N1cを使って定量的に評倍されたことになる.今後はう PMC

を用いて過去の地震の NIcを計聾する必要があるー

類i肢の研究は世界各地の地震発生地帯で行われている(伊jえばう [17ぅ 27匂おう 34]). それらと図 2

在比較した結果宅近年の日本の地震観澱揺は R 研究例の中で最も優れているカルフォルニアの寵挺

縞と再軽度の地震検出能力があることが分かった [18].

3.4 予察実験

上記の品質評植された地震カタログを使用してヲ地震発生予測を検証する本実験開始前にう検証

センターの稜動試験老兼ねた予祭実験を 2008年9月から遂行中である，実験の条件は.原期的に

CSEPに従うので毎日本に特イとした吉区分を説明する.予誤IJの対象となる地震;まち気象庁の確定カタ

ログに基づく.探さ d三30kmで日本本土とその沿岸域を含む領域をテスト地域とした.その地

域を南北 0.10 間隔の総数 (K)20062の区間に亙切ち?個々の区間においてう開始時刻 2008年9月

1日00:00:00から終了時刻 2009年9月 1B 00:00:00まで、の一年間の予誤IJ期間に起きるヲ関{誼(本

予察実験で誌 111= 4.0)以上の M の地震数E3を予測するとした (j= 1，2，・・"K). ここでτテス

ト領域で 4.0三N1c確認している.つまりう予測の対象となる地震が観測網から漏れる可能性が無

い.予提言結果の評髄法法号 CSEPで標準的に使用されている?ふテストに基づく.

この実験で;まう異なる長説に基づく 3つの統計モデル (Triple-SうJALM崎町)が{吏用されている.

実験開姶吉IJに予j見Ijモデ〉レのフ。ログラムコードを検韮センターの計算機システムに取り込んだので

事話予挺を確実にした.図4はち lほど 4.0の地震の期待植 Ejを示す地図である.異なる地震発生

仮説に基づき‘過去の地震活動が解析された結果ラ (a，bぅc)の予測パターンが大きく異なっているこ

とが分かる.今後詰守このような統計見守に基づくモデルの高変化に加え?地震発生に至る物理・化

学過程の理解に基づいて地震発生を予測するモデルを構築することが重要課題である.

現在検証中のモデルの一つう RI(Rel抗 iveIntensity of Seismicity)モデルは簡単な地震発生仮説

に基づいている.それは.過去に地震活動が活発な地域には将来大きな地震が発生しやすいとい

うものである.単純であるため弓これまで多数の地震予測検証研究で帰無安説を立てるために用い

られてきた(例えば亀戸ラ 14.15ぅ 16ぅ 23]). またう [23]のカルフォルニアを研究対象とした RI予棋の

性能は処米国地質調査所が中心となって作成した再地域を対象とする地震ハザードマップの性能と

同程度であることが Zecharand Jordan[36]の研究より明らかとなった.このことから、 RIモデル

を日本の地震発生予説検証実験で試す錨植があると考えられる.予測{富島を計算するためにう気

象庁確定カタログ左寵用した.カタログの品質評価結果を考嘉した結果咽 1965年以降の M 三4.0

円
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ここで‘その分布は窺格fヒされているためう縦軸 (Fractionof Events)は 0から 1の値で表現さ紅

る.横軸 (Number of Events)はう地震の舗数を示す.分布の，5%と95%を示す横棒と予測の中央

値(地震数が 20)を示す縦点線が書き入れられている.地震の観測数が 14(aの縦実線)， 19(bの縦

実線)ち 27(cの縦実線)の三つのケースを考える. 伊)の場合う観測数が分布の 0-5%内の値であ

る.従ってうその罷減数は棄却領域内の誼である， この蒔ぅモデルは過大に予瀕している. (c)の

場合づ観測数が分布の 95-100%で表される棄却領域内の値であるのでうモデル辻過小に予測して

いることになる. (b)の場合ラモデんの予測は観澱に対して妥当である.
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の全地震を用いた.世の Triple-Sぅ JALl¥IIについてはうそれぞれう [35]と[32]を参照のこと.

N-テストはう観測から得られる統計量(テスト誤域内でう予測期間に実際に起きた地震の数)とう

地震予測モデ、ルから期待される当該統計量を比ベゥその妥当性老検証するものである [25]. 予測の

誤差を考嘉するためにう期待{直E1(J二 1，2，"'，K)と乱数によりう模探予測Ej(j= 1，2，・"，K)を発

生させる.ここで模提予測を Q組作るとするい =1うえーラQ) 各模擬予1~1Jに対して♂ =zjLIE;

そ計算し， Q簡の♂を基;こ類史分布を求める.そして、その分布と観出値を比べる.N-テストの

直感的な理解を助ける概略図(図 5)~こう麗諒された地震数(縦実線)と.地震予測モデゾしそ基にした

期待数の分布を示した. ここでちこれまでの研究に従いラ頻定分布の代わりに累積頻度分布を用い

る.龍邦数が期待数の分布から大きく主離するとうそのモデ、ルは棄却される. もし観測数が分布

の上 5%の棄却損域の値であるならば、モデルは過小に予測していることになる a もし F5%の棄

却領域の笹で、あるならばうモデルは過大に予挺していることになる.それ以外辻?そのモデルの予

測誌観測に対して妥当であることを示す.

本稿執筆当時.2008年 12月までに発生した地震は確定カタログに収められている，そこでう 2008

年号月 1B 00:00:00から 2008年 12月 1B 00:00:00の 3ヶ月間に発生したと確定された士宮震を基

に観測値とした.比較のためにう 1年予鴻の値を 4で割りう 3ケ丹予棋に変喚した値を黒いた. RIう

Thple-S， JAL1VIの評価結果はラそれぞれ圏 6，7ぅ 8~こ示す.礎実隷は韻測慎 (29 地震〉を示す.モ

デルから予測された地震数の累積頻度分布の中央値は縦点線で示す.例えば RIの場合う中央値は

69地震である.全てのケース(図 6-8)でう地震数の過大予挺を示すことがわかる. このようにう事

前予測してうその予測梧度を計算出来うさらにその結果を表示出来ること辻う検証センターが正し

く作動していることを示す.

この実験で過大に予測する理由は以下のようである. 2002-2007年の 6年間にテスト領域で発生

した JvJ三4.0の地震を基にヲ 1年間の平均地震数を計算した結果は 216である.従って， 3ヶ月

間に相当する地震数は 54である. この{直とラモデんから予測された地震数の中央値(縦点線)との

差はう観測値(縦実線)との差より詰るかに小さい. このことからう過去の地震活動と比べてぢ 2008

年§月 1日からの 3ヶ月間は地震活動が低いためモデルは過大に地震数を予測していることが分

かる.仮に 54~国の地震が予測期間に発生したとすると?どのモデんにとっても妥当な予測となる.

この観測された少ない地震数はう地震活動の運営の搭らぎの範毘である可能性とラ地震活動の経年

的な変化である可能性の南方がある.そこで‘ 1年間の予測期間終了を待って‘再評倍する必要が

ある.予挺モデルで仮定した地震活動の牲震の(モデル簡での)差がう実誤に発生する地震活動の

統計的な謡らぎを上回るためにはう長期にわたる実験を続ける必要がある.

以上のような予察実験を踏まえう日本の地震活動を予測するモデルの妥当性を検証する実験研究

を行う第一臣自の完験開始司辻 2009年 11月 1司である糾.この研究のためにぢ予測モデルの

公募を行った.さらに、新たな地震予鴻の精度を検証する方法の開発と応国を日的とした検定方法

の公募も行った [19]. この公募を踏まえて?実験参加者の栢互理解と実験詳細打ち合わせをするた

めに‘国際、シンポジウム“地震発生予開システムの構築;こ向けて"そ地震研究所で開擢した.詞種

の検討会は今後も行われ、第二回目以降の実験も繰り返す予定である.
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図 6:RIのN-テストの結果. 3ヶ月間 (2008年 9足 1E3 00:00:00-2008年 12月1日00:00:00)に期

待される M 三4.0の地震数とその期間に実際に発生した 29掴の地震に基づく. 棄却域(分布の

。-5%と95-100%)を濃い灰色の領域で示す.縦点線は予測の中央値を示すー説実擦は実際に

上記期間に発生した地震の舗数 (29)を示す.縦実線を含む薄い民色域はう地震の位置の決定誤差

に出来する.

図 7:Tripple-Sについての N-テストの結果.医 6の注釈も参照.

国 8:JAL11 についての N-テストの結果.図§のj主釈も参照.
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地震発生予測システムの講築に向けて

4 議論と続計物理学者に望むζと

本稿ではう現予知研究計画の主要課題である地震発生予測システムの構築に向けた取り組みにつ

いて説明した.はじめにうこれまでの地震予開研究を基にすると弓客観性・再環性の向上が必要で

あることを述べた. その向上のためには‘関連研究そサポート出来る機関としての検証センタ一

作りとその運用が解決策の一つである. 更なるサポートをするためにう基準となるモデルの高度

北が少なくとも必要である.地震予知・予測を“予測科学"として位置付ける本課題誌J‘次世代

研究の枠組み作り"を司指す.

これまでの多数の研究明を見ると r過去に発生した地震のs情報を基;こう将来の地震発生を予訴す

ることが一つのアフローチである. その信報はう地震カタログを用いる方法う古文書等の歴史資

料記録を調べる方法ラ活断書を調べる方法う津波堆積物を謡べる方法等によって入手可龍で、あるー

データベース等へのアクセスをしやすくするために参考文献・ウエブサイト等を付記した.重要

なことはう現在費用可能なデータはう人間の額損Ij.調査に基づくため、時空間的に不均質であるこ

とである.そのためラ地震予語研究の開始前にデータの品質評価が忌要である.本研究ではう下限

マグ、ニチュード (CompletenessNlagnitude : lvIc)という指標を導入しう培震カタログに収められ

ているデータの品質評舗を行った例を紹介した.今後はう堅史資料記諒を調べる方法う活断層を謁

べる方法う津波堆積物を謡べる方法等で得られる地震データの品質評値を行い宅それを有効活尾す

る地震発生予測研究が必要である.

現在整請されつつある実謹環境を活用してラ予挺システムを築くためにはう地震発生予測検註実

験が有効であることを指摘した.諒動試験を兼ねた予察実験老現在遂行中であり毛第一回目の本実

験は 2009年 11月 1日に開始する (4) 本格運用のためにう地震活動予溺モデルを広く公募したがう

2009年 7月現在うのべ 50以上の予漉モデルが投稿予定である. これは科学的実験である. 従っ

てJ£トライ・アンド・エラー"の精神で待度も試行老操り返す.実験結果を基;こう地震発生予測

モデルの高麗fヒに必要な検討材料が得られる. それそ基?こ改長されるモデルを用いてぢ地震発生

予測システムの構築に貢献する.

今年度開始の本実験 (4)では予察実験で用いた一年予揺に加えてう三つのテストクラスを考え

る.それらは‘ 1B・3ヶ月・ 3年予潤である. これらのクラスは“全国を概観した地震動予測地

図"(1)で採用された予滞期毘 30年より短v'. これはう短期・中期予測に適舟可能なモデルの妥当

性検証在日指すという認識による.そのため非常に挑戦的な取り結みと位置付けられる.

1日・ 3か月予潤のターゲットマグ二‘チュードは 4三lvI:::;9でありう 1年・ 3年予測については

5 <三 M 三9である.前者二つのクラスはういわば地震の“天気予報"を目指す検証実験である.時

間スケールを考えると余震予測が担いである.そのためう比較的小さい地震も予測の対象にする必

要があるのでう後者二つのテストクラスのマグニチュードの最小値 (lvf二 5)より小さい値 (1¥/lこめ

を採用した. 1日・ 3か月予測クラスの有力候補の一つはう統計数理研究所の尾形良彦教授が開発

した ETAS(Epidemic-Type Aftershock Sequence)モデルである(例えばう [21]). 余震の統計的性

質を考車、しているのでラ本震の予澱よりう余震を予測するのが得意と考えられている. 1年・ 3年予

1~IJモテ、ルの関はち本論で挙げた 3 つのモデ、ルの他にう RELIvl フ令官ジェクトの特集号 (Seismol. Res. 
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Lett.ぅ 78(1)宅2007)に記載されているので参照のこと. これらはう余震予測よりも本震予測を得意

する.

以上のような記述を踏まえて統計物理学者へ望むことは、地震予測学分野への参入で、ある. これ

は‘擾秀な次世代予測モデんの可能性老薪視点、から探る意味で重要であるという認識による， 実

捺‘類似の認識で、新しい潮涜を開拓した{殉としてうエルニーニョの予揺が挙げられる [2]. このよう

な成功者期待して宅参入を歓迎する.

統計物理学者にとって馴染み深い切り口の一つはう臨界現象として地震発生を提えるアプローチ

であろう “地震=語界刊の状況証拠について;まういろいろ解説があるのでう説明を省略する(例

え試ヲ [6ぅ 13ぅ 29]). 地震が臨界現象であるからう地震は予知できないと議論する地震学者同がい

る. しかしその一方で必ずしもそうとは言い切れないと主張する地震学者もいる.後者の立場

で興味深い点;点地震の寵界性を利用して地震予誕・予知;こ成功した例がしばしば報告されること

である. ここで‘臨界点、近傍を表現する力学系のアイデアを利居して地震現象そ説明するだけでは

ないことに注意してほしい. ここ 10年の新展開で島るこのアプローチ辻評価が高い一方で今正当

な批判もある.以下に幾つかのアフローチについて概要説明をする.紹介される手法は未だ開発

段陪にあるがヲ手法の高度{とによって予混性能の向上を巨指す課題は検討に値すると考えられる.

第一の{売はラ比較的大きな空罰的広がちの中に見られる地震活動の活発化に基づく手法である.

ここで言う広がりとはう断層面と同程度かそれ以上のスケーんのことを指す.つまりう J1;I= 7クラ

スの地震の発生前に弓その発生場所老含む比較的広範囲で iVI= 5かそれ以上の地震の活動が活発

になるような現象を吊いる手法である.そのような現象は相関距離の増加を停って起きる臨界状

態に向かうダイナミクスに類似することが指摘されている(例えば， [1]). 一例はう 1906年のサン

フランシスコ地震に先行して発生した広域の地震活動である.その地震によって放出されるエネ

ルギーの時間変北はラ臨界{直に近接する物理量がべき乗で発散するような振る舞いを示すことが報

告された [28]. この成果辻?地震の発生時期を予測するのに有効のように見える. しかしながらう

この研究で;まう予め予測する地震の位置を知ったうえでうその毘辺の地震について解析しないとべ

き乗増加は観測されないことが指請されている間.今後は事前予期に適用できるように手法を改

良することが賭待される.

第二の事IJは、ロシアのグルーフにより開発されてきたウ“ M8"または“ CN"と呼ばれる中期的

な地震予説法である [10]. これもう大地震前に広域的な長距離桔互昨用が起きちそれが地震活動に

見られると言う宅地震と語界現象の関連牲に基づく. パターン認識の技術を吊いて‘直径 500km

の円形の積域で起きる地震活動が主に解析される. もし彼らの地震予測の手法に従い‘地震活動

の活性化している地域を検出したならば今その地域にアラームが発令される. このような予測はう

1980年代からなされておりういくつかの或功例が報告されている.例えば.1988年のアルメニア

(Armenia)で起きた地震う 1989年のカルフォルニアで起きたロマフワエタ (LomaPrieta)地震が

挙げられる.最近では 2003年 12月 22日にカルフォルニアのサンシメオン (SanSimeon)で起き

た地震 (JVI= 6.5)ぅ 2003年9月 25ヨに十勝沖で起きた地震 (iVIニ 8.1)が挙げられる.しかしなが

らラその一方でういくつかの巨大被害地震の予測には成功しなかったことも指摘されている [5]. そ
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の椀としてう 2004年 12月 23日のマコーリ諸島 (Ylac司uarieIsland)沖で発生した地震 0¥1[= 8.1) 

や 2004年 12月 26E!に発生したスマトラ (Sumatra)地震 (A1= 9.0)に関してアラームは発令さ

れなかった.

上記の手法と誌異なったう続計力学を基に地震発生予棋をする手法が研究されてきた. Rundle 

在中心とする研究グルーフはう地震と椙転移との類叡性からう地震活動の活発化又は静穏化する場

所で大地震が発生するというアイデアをま是唱し宅そのアイデアをモデ、ルイとして予浦を試みている

[23]. 上記でも議論したように地震活動の変化が将来の大地震と関連あることは多数の地震学者

によってこれまで提唱されていた.しかし Rundleらは‘大地震と無関係の活発化・静穏化してい

る場所在ラ関連のまうる場所と区別して『除去することに成功しているように見える.パターンイン

フォマティクス (PatternInformatics : PI)と呼ばれる手法によりう大きい地震が将来の 10年以内

に起きやすいと期待される地域老示す予測地図を作成することが出来る. これまで司法を用い

てう日本及びカルフォルニアの地震予部研究法行われてきた{例えばう戸当 14，15ぅ 16ぅ23]). さらにう

全地球規模での地震予測にも PI法を適用してきた開. ここでラカルフォルニアの適用f売を紹介す

る. 2000年から 2009年までに起きる Af?_5の地震の場所(ホットスポット)を予測する地図を作

成した.作成された予測地図は 2002年に公表された [23]. 2000年以降に起きた M 三5の地震の

数試 17である.そのうち予耕地留が公表された 2002年以降にう 12倍の地震は発生した. 17倍の

うち 15恒の地震がホットスポットで起きている.つまりうその 15留の地震の場所を予測すること

に成功している [5]. 一方でヲ PIと自の予濯を比較した Zecharand Jordan[36]はう予測精度の差

;こ統計的覆位性は克られないことを報告している， 定用した評錨手誌は ROCダイアグラムであ

りラ天気予報の予淵評倍にしばしば用いられている [7]. 今後:2009年までのデータを基に予部の

轄度評語を再変行うことが必要である. これらの研究例はう地震発生予測が未開拓な槙域である

ことを示している.

5 最後に

現在の予知研究計画 (2)で最重要課題の一つはう地震発生予測システムの構築に資する予槌モデ

ルを作ることである.そのためには?地震発生に至る物理・北学過程の理解に基づいて地震発生を

予測するモデルを構築することが重要である E 司時;こち新視点からの予澗モデルの構築可能性を

議密に検討することも重要である. このようなち予測研究をすポート出来る環境整備の必要性を

本稿では強く詣請したー地震予調・予知研究の基盤構築を目指す本課題は‘遠回りのアプローチの

ように晃えるかもしれない呈しかしながら司地震によってもたらされる災害にはしばしば甚大なも

のがありうその被害を最小限にしてう安全で安心な社会を実現するという観点からう予測・予知手

法が本当に有効かあるいはどんな条件で有効かを厳蜜に検討出来る研究環境が必須である.

Q
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